
 

Ⅲ 一般会計の状況  
 
１ 歳入の状況 
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[概要] 
①  県税については、賃金の改善等により個人県民税が約２６６億円の増、国内消費

や設備投資の増により地方消費税が約１６２億円の増となるものと見込んで  

います。一方で、自動車税の環境性能割が廃止になることや、軽油引取税の    

暫定税率が廃止となることなどから、県税全体では約２９２億円の増額となって 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地方特例交付金については、自動車税の環境性能割と軽油引取税の暫定税率の 

廃止に伴う減収補てんの増を見込み、２０８億円の増額となっています。 

 

 

③ 地方交付税については、地方財政計画や税収の見込みを踏まえ、５０億円の減額

を見込んでいます。 

 

 

④ 国庫支出金については、公立小学校等の給食費の支援や高校生等の授業料支援を 

拡充することなどから、約１３２億円の増額となっています。 

 

 

⑤ 繰入金については、収支差の解消のため、財政調整基金の取崩額を前年度比   

３８１億円増の９９０億円とすることなどから、約３７２億円の増額となって  

います。 

 

 

⑥ 諸収入については、中小企業振興資金において、感染症対応特別資金の償還が  

進んだことなどから、約６０３億円の減額となっています。 

 

 

⑦ 県債については、県営水道の料金引き上げを踏まえて県営水道事業への出資を 

再開することや、児童相談所建設工事が本格化することなどから、約２５７億円の

増額となっています。 
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２ 歳出の状況 
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[概要]  

① 人件費については、令和７年度人事委員会勧告に伴う給与改定による増のほか、

令和８年度は段階的な定年引上げにより定年退職者が増加することなどから、  

約３８０億円の増額となっています。 

 

 

 

② 社会保障費については、引き続き、高齢化の進展や障害福祉サービス利用者の増

に加え、給付単価が増加していることなどから、約２１６億円の増額となって   

います。 

 

 

 

③ 投資的経費については、県営水道の料金引き上げを踏まえて県営水道事業への 

出資を再開するほか、道路ネットワークなどの社会基盤整備や河川・護岸改修などの

防災減災対策に加え、児童相談所建設工事を進めていくことなどから、約３１３億円

の増額となっています。 

 

 

 

④ その他消費的経費については、私立高等学校等の授業料に対する助成の拡大や 

公立小学校等における給食費の抜本的な負担軽減の実施等に伴い、補助金が    

約２０２億円の増額となるほか、県税収入の増に伴い税関係交付金が約１８９億円

の増額となります。 

一方で、中小企業振興資金において、感染症対応特別資金の償還が進んだこと  

などから、貸付金が約６２１億円減額となり、全体では約２３１億円の減額となって 

います。 

 

 

 

 ⑤ 積立金については、定年引上げに伴い、令和７年度に行った退職手当基金への  

積立てを令和８年度は行わないことなどにより、約６３億円の減額となっています。 
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３ 地方債の状況 

 

（１） 県債発行の状況 

 

（単位：億円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 臨時財政対策債等：臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債 

 
 
○ 令和８年度の県債の発行額は約１，５５１億円であり、県営水道の料金引き上げを踏まえて

県営水道事業への出資を再開することや、児童相談所建設工事が本格化することなどから、 

前年度と比べ約２５７億円の増額となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

区  分 

令和８年度 

当初予算 

(Ａ) 

令和７年度 

６月補正後予算 

(Ｂ) 

 

増減 

(Ａ)－(Ｂ) 

建 設 地 方 債 ① 1,551 1,294 257 

臨時財政対策債等② － － － 

計(①＋②） 1,551 1,294 257 
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（２） 県債残高の状況 

 

（単位：億円）  

区    分 
令和5年度 

 

令和6年度 

 

令和7年度 

（ア） 

令和8年度 

（イ） 

増 減 

（イ）－（ア） 

建 設 地 方 債 等 ① 12,383 12,480 12,794 13,433 639 

 建 設 地 方 債 11,847 11,986 12,342 13,023 681 

 退 職 手 当 債 536 494 452 410 ▲42 

臨 時 財 政 対 策 債 等 ② 16,909 15,940 14,756 13,566 ▲1,190 

計（①＋②） 29,292 28,420 27,550 26,999 ▲551 

（参考）満期一括償還   

の た め の 積 立 金 残 高 
7,493 7,848 8,124 8,466 342 

 

注１  満期一括償還分の積立金残高を控除した実質的な地方債残高 

２  臨時財政対策債等：臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債 

３  令和６年度までは決算額、令和７年度は２月補正後見込み 

 
 

○ 令和８年度末の県債残高（満期一括償還分の積立金を除く実質残高）は、        

２兆６，９９９億円となる見込みです。 
 
○ 建設地方債等の残高については、道路や橋りょうなどの社会資本の整備を進めていること

などにより建設地方債の新規発行額が増加傾向にあることから、６３９億円の増額となって

います。 
 
○ 一方、臨時財政対策債等の残高については、臨時財政対策債の新規発行額が減少傾向にある

ことから、１，１９０億円の減額となっています。 
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